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(社)東村山法人会 平成２３年度東久留米支部合

同研修会（災害危機管理）報告

くるくる来訪者の方々へ

地震はいつ起こるかわからないため、

様々な情報収集が重要であります。

事前の対策方法や解決策を知っておく

ことで、実際に起こった場合に被害を

最小限に留めることができます。

今回、貴重な危機管理対策を学ぶ事が

できましたので、多くの方々と情報共

有するためにくるくるに投稿致しまし

た。

（災害に対して超法規的な施策が、人

命を守るために災害前後に行う必要が

あると思います。）

東久留米支部合同（ブロック）研修会

日時：平成23年12月2日(金) 

PM6:00 〜8:00

於：東久留米市商工会館3F会議室

演題「首都直下地震への備えとBCP」

講師：防災まちづくりの会東久留米代

表 金澤淳氏

企業の危機管理として、特に地震への

備えが必要であります。

東京大学地震研究所がマグニチュード

7級の首都直下型地震が起こる確率

は、4年以内に50%、30年以内に83%と

発表している。

また、死亡者が1万1000人に上ると

言っています。

地震に関しては、事前に対策しておく

ことにより、危害を軽減できると多く

の専門家よりいわれています。

大切なことは事前に対応し、まず自ら

命を守る事が大切です。

更に東日本大い震災において、地震発

生後、多くの会社が事業停止になりま

した。

１企業が事業停止することにより、部

品や材料が届かず、連鎖的に事業停止

してしまい、働く場所が無くなり地域

経済に影響を与える状況です。

働く場所が早急に復旧する事により、

多くの方が生きがいを生み出す事がで

きます。

研修会に熱心に聞き入る参加者の様子 首都直下地震への備えとBCP 目次

１．首都直下地震に備える

２．自分の身は自分で守る

３．避難所の開設・運営の問題

点と自治会の役割

４．BCP（事業継続計画）

阪神・淡路大地震での

長田区神戸市立西市民病院では

5階部分が倒壊し、患者、看護

師ら約50名が閉じ込められ、女

性患者1人が死亡

阪神・淡路大地震での阪急伊丹

駅が崩落の様子

阪神・淡路大地震での阪神高速

道路が倒壊した様子

地球内部の構造

地球の表面から

地殻→マントル→外核→内核

震度とマグニチュードについて

震度：ある場所における揺れの

強さの程度

マグニチュード：地震の規模

（大きさ）を表したもの。マグ

ニチュードが１違うとエネル

ギーは約32倍違う

マグニチュード6.0以上の地震発

生回数に関して、世界と日本の

比較

日本だけで20.8%占める

主な海溝型地震の評価結果

（2011年1月11日）

・宮城県沖地震:M7.5前後 99%

・三陸沖から房総沖の海溝より

津波地震：M8.2前後 20%

正断層型：M8.2前後 4%〜7%

・茨城県沖：M6.7〜7.2 90%

三陸沖北部から房総沖の想定地

震

新たに３つ以上の領域が連動す

る「東北地方太平洋沖型」も長

期予測の対象に加えられた。

東日本大震災被害状況

死者 15,840人

行方不明 3,611人

避難 328,903人

首都圏での帰宅困難者数は515

万人

災害時の帰宅手段：

徒歩 37.0%、

自分で運転する車 21.8%

安否確認：

携帯電話の「通話」72.2%、

「メール」67.0%

「災害用伝言サービ

ス」4.5〜0.4％

地震時に従業員に対して帰宅に

ついて何らかの方針をしめした

内訳

約８割が方針を示した

海溝型地震の発生の仕組み

プレートの引きずり込みと跳ね

上がりが要因

地震が予測された地域（1978年

中央防災会議）

10ヵ所のうち8カ所はすでに地

震が起こっている

大地震の発生確率

首都直下地震 30年間で70%

東海地震 30年間で70%

日本には2000カ所の活断層があ

り、知られていない活断層もあ

る。

特に危険視されているものが示

してある

東久留米市はどのくらい危険か ＜地震＞

都心西部直下地震M6.9の震度分

布

東京都多摩地域の直下地震（立

川断層帯地震）

予測マグニチュード：M7.4

東久留米市では震度6強

東海地震に係る東久留米市の震

度分布予想図

中央河川沿い等は震度5強

＜豪雨＞

湧き水が豊富な場所：

東久留米市は崖や谷状の地形が

発達した落合川の流域に湧き水

が集中する。

東京都建設局による浸水予想区

域図

川沿いは約2m浸水されると予想

されている

東久留米市洪水ハザードマップ

川沿いは約2m浸水されると予想

されている

兵庫県南部地震による神戸市内

の死者（関連死を除く）の死因

分析

窒息：53.9％

圧死：12.4％

死因の83.9%が建物倒壊等によ

る

地震対策として、優先順位があ

り、特に

1位 家を耐震化する

2位 家具を倒さない

が重要である

実際に家具転倒の様子 阪神・淡路大震災における負傷

者の割合

家具の転倒による負傷が全体の

50%近くを占める

→家具固定が重要である

家が壊れなければ、家事は出な

い相関の図

避難ときはブレーカーを落とし

す（コンセントを抜く）

電源が復旧した際に、ヒーター

やドライヤー、アイロンより火

災に繋がります

阪神・淡路大震災救護者統計

近隣住民による救助が77%もあ

る。

→普段から、向こう三軒、両隣

の家との交流が大切である。

3.避難所の開設・運営の問題点

と自治会の役割

避難所の開設と運営

実際に避難所での生活をシミュ

レーション（実演）し、あらゆ

る問題点を根絶する必要があ

る。

1．市長の責務

市民の生命や身体及び財産を震

災から保護し、市民生活の再建

を図る

2．市民の責務

�建造物の耐震・耐火性の確保

�家具の転倒防止

�出火の防止

�初期消火の準備

�飲料水及び食料の確保

�避難の経路、場所、方法の確

保

3．事業者の責務

災害後の市民生活の再建及び安

定並びにまちの復興を図るた

め、最大の努力をしなければな

らない。

3．事業者の責務

従業者、顧客、施設及び設備に

ついて、その安全の確保、周辺

住民等との連携及び協力に努め

なければならない

4．BCP（事業継続計画）

BCP=「Business Continuity

Plan」

災害等を想定し、災害発生時に

被害を最小限に留めて、迅速な

復旧が行えるよう、方針や行動

手順を定めたもの

BCP（事業継続計画）目次

1)大都市の災害危険度指数 等

大都市の災害危険度指数

東京-横浜：710

大阪-神戸：92

サンフランシスコ：167

ロサンゼルス：100

ニューヨーク：42

直下地震の被害想定・東京都

（2006年）

死者：5〜6千人

建物全半壊：44万棟

首都直下地震の被害想定

避難者最大約700万人

帰宅困難者約650万人

東日本大震災時、首都圏での帰

宅困難者数は515万人

内閣府と東京都の協議会は、従

業員らを一斉に帰宅させず、食

料備蓄などを一時待機させる取

り組みが必要との「基本方針」

をまとめた。

ライフライン施設被害

電力：約160万軒

上水道：約1,100万軒

ガス：約120万軒

通信（固定電話）：約110万回

線

都立8病院の非常時に対応した

事業継続計画

入院患者の安全確保策や非常用

電源で対応できる医療体制、災

害時でも医療継続できる体制を

整える。

都立8病院の非常時に対応した

事業継続計画

都立病院には通常時の6割の電

力を3日間供給できる非常用電

源がある。

BCP策定検討中

東日本大震災とBCP

7874社にアンケートし、回答が

あった462社のデータを基に集

計した結果、

製造業：33.8％

商社/流通/小売業：21.9％

東日本大震災による被害、及び

事業への影響

事業を中断した：30.3％

事業に影響がでた：31.4％

停電や節電で事業への影響：

46.3％

交通機関の影響で出社不可能：

44.2%

取引先や顧客が被災にって影

響：43.1%

東日本大震災による被害、及び

事業への影響

被害・影響を受けていない企業

は13.0%にすぎず、間接的な被

害・影響まで広げると、9割企

画の企業が何らかの被害・影響

を受けた。

震災によって全てまたは一部の

事業を中断した期間

当日のみ：7.2％

3日以内：13.7％

1週間以内：20.5％

1ヶ月以内：20.5％

現在も中断：6.8％

震災時の従業員の安否確認手段

電話/携帯電話（通話）：76.2％

電子メール：52.6％

専用の安否確認システム：

16.9％

震災時、携帯電話より電話ボッ

クスの方が繋がりやすい意見が

あった。

専用の安否確認システムや

SNS（ソーシャルネットワーク

キングシステム）を使った企業

の反応

今回の震災では、SNSが情報の

伝達に一役買った。

「今後、SNSでの連絡を取り合

う仕組みを考える」と回答した

企業もみられた。

BCPの策定状況

2010年度までに策定済み：

35.9％

2011年度に策定予定：7.4％

策定していない：56.6％

事業継続を脅かすリスク

地震や伝染病、システム障害

等、過去に経験したリスクの約

2倍以上の大きさで想定してい

る

情報システムに使用している災

害対策

無停電電源装置（UPS）の導

入：84.4％

バックアップデータの遠隔地で

の保管：42.4％

社内のサーバーなどシステム設

置場所の耐震化：34.8％

今回に災害でBCPは役に立った

のかのグラフ

非常に役に立った：9.6％

やや役に立った：35.6％

やや役に立たなかった：20.7％

全く役に立たなかった：8.0％

分からない：26.1％

新潟県中越沖地震でのリケンの

例

新潟県中越沖地震で営業利益が

減額した

新潟県中越沖地震でのリケンの

例

震災の為、各企業に部品供給が

できないため、自動車メーカー

の生産停止した。

しかし、各企業から応援部隊が

来たことで、短時間で復旧し

た。

中小企業庁の中小企業BCP策定

指針

中小企業BCP策定指針を取り込

む必要がある。

内閣府の防災情報

分野毎のBCPガイドラインの情

報

企業毎に自社に応じたBCPを策

定する必要がある。

内閣府の防災情報

分野毎のBCPガイドラインの情

報

一般的な事業継続計画

地震発生→避難・安全確認→損

害把握→システム復旧→業務再

開

実災害で起きる事象

・社員と連絡が取れない

・建物に入れない

・電気設備が水浸し

・サーバー室の温度上昇

都政のBCP目次

�都政のBCPの基本的な考え方

�課題と対策

�今後の取組み

市区町村への支援

・応急対策業務や復旧業務等の

実施について定めている

・都と市区町村がBCPを策定す

ることにより、現実的な連携を

図る

BCPのまとめ

・政府が各企業にBCP策定を要

請するのは必至

・将来は公共入札の条件として

BCPの存在が必須。

大企業の下請けの条件として

BCPが必須。

・「災害に対する強さ」が企業

価値の重要な企業基準に加えら

れる時代になりつつある。

・よそ様の被害こそ、明日の我

が身としてBCPの訓練・チェッ

クのチャンス。

BCPについて講師の考え

1．国も都も事業継続計画は着

手したばかり

2．市は殆ど着手もしていない

3．民間企業とその下請けは

着々と進んでいる。

4．自分達の事業は自分達で守

る。

5．BCP作成後は訓練が必要

6．これからのBCPは共存共栄・

連携が大切

尚、本内容は当日の講演の発表

内容に基づき作成しており、要

点のみ記載致しました。

詳細は、行政等が開催している

「防災まちづくり学校」等に参

加して下さい。

又、防災まちづくりの会東久留

米代表金澤淳氏を講師に招い

て、企業内研修を是非開催して

下さい。

自社の危機管理は社長の責務で

あり、研修会等に参加し、情報

収集して、対策を練る事が重要

であり、従業員に危機管理意識

を高める必要があります。

講師の金澤氏の講演は、画像と

動画を用いており、非常に分か

り易く説明しています。

又、過去のデータを分析してお

り、今後の対策を提案して下さ

いました。

参加者（社長）達は災害等の危

機管理対策の重要性を再確認致

しました。

法人会は、一般の方が無料で参

加できる講演会等を実施してい

ます。

また、参加を促すため、講演会

内容の概要を公開しています。

そして、不特定多数の方に法人

会主催のセミナーなどに参加頂

き、会員と交流・情報交換する

他、法人会活動と税に関して、

理解を深めて頂きたいと願って

います。

ご興味がある方は、

『社団法人東村山法人会』

検索！

又、新しいお仲間を随時募集中

です。

興味がある方は

携帯:090-3224-0278

FAX:042-476-2555 野島迄

ご連絡下さい。

※写真掲載了承済

文責：

社団法人東村山法人会

理事、社会貢献委員

東久留米第2支部長

野島貞夫

前のページへ戻る

東久留米のふれあい情報サイト くるくる


